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要　約
本研究は、平成22・23・24年度科学研究費補助金（基盤研究（C)）の研究の内、

大阪府産業連関表によって、原燃料の消費量およびCO２排出量を推計する方法、大阪
府マクロ計量経済モデルをもちいて原燃料の誘発消費量およびCO２誘発排出量を予測
する方法、大阪府マクロ計量経済モデル1976年～2011年実証結果および太陽光▶太陽
熱設備の設置とその設置可能性を航空写真で吹田市を調査した結果を資料に報告する。

Abstract
We shall aim for the GHG reduction with regional I-O analysis in Osaka 

Prefecture. This study proposes the methods of estimating direct fuels consumption 
and CO2 emissions by Osaka Prefecture I-O, induced fuels consumption and CO2 
induced emissions by the Osaka prefecture Macro Econometric Model. We report 
the result 1976～2011 by the model, PV and solar water-heater equipment of Suita 
city by the Google aerial photography and ZENRIN map.
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本研究は平成22・23・24年度科学研究費補助金（基盤研究(C)），課題番号
（22530291）「温暖化ガス削減政策のための産業連関表分析とマクロ計量経済モデ
ル」の助成を受けたものである．

１　はじめに

本研究は、科研費平成22年度～平成24年度の研究の内，大阪府産業連関表
による原燃料の消費量およびCO２排出量を計算する方法、大阪府マクロ計
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量経済モデル実証結果および太陽光▶太陽熱設備の設置とその設置可能性を
航空写真で調査した結果を報告する。2013年度、２人の院生がRAとして採
用された１ので、大阪府マクロ計量経済モデル2005年を期間1976～1999で推
計した。2014年度、期間を1976～2011に延長し推計し、吹田市において、太
陽光▶太陽熱設備の設置とその設置可能性を航空写真で調査した。それらの
結果は、資料として載せている。

平成22・23・24年度科学研究費補助金（基盤研究(C)）の研究テーマは
「温暖化ガス削減政策のための産業連関表分析とマクロ計量経済モデル」で
ある。それは、大阪府産業連関表をもちい，エネルギー原燃料を消費する経
済主体を分割し、その年間の原燃料消費量を推計し、CO２排出量を計算す
る。データが公表されない年度からは、大阪府マクロ計量経済モデルによっ
て、府内予測し、産業連関表によって、各消費部門の誘発消費量とそのCO２

排出誘発量を計算する。太陽光・太陽熱利用設備の大阪府設置件数と可能性
調査を航空写真およびゼンリンの住宅地図で照合し、それぞれの件数を集計
する。これにより、大阪府下の将来再生可能エネルギーの発電量・発熱量を
予測し、原燃料の内、化石燃料の消費量を減少、CO２排出量を減少させる
ことを推計する。省エネルギー技術と再生エネルギー消費の増大を合わせて、
長期的に、大阪府CO２排出量削減計画の目標値が決まれば、各経済主体の
目標値も決まり、かなり高額な設備投資も長期的に、可能なところから、順
次、設置できると考えていた。しかし、研究計画において、原子力発電は所
与としていた。関西電力の多くの原子力発電所は40年の廃炉期が近づいてい
て、廃炉コストがかなりかかるという報道も時々あった。

2011年３月11日福島原発事故が発生し、関西電力の原子力発電所は、政府
の指示ですべて発電を停止した。関西電力の原発依存度の50％と2011年３月
11日福島原発事故による原発停止という関西の電力供給事情は、2016年度で
も方向性は見えない。関西電力は、火力発電と他の電力からの購入で、その

１ 　張晨辰氏および劉虎氏には、大阪府マクロ計量モデルの推計と吹田市および茨木
市の画像調査に協力して作成していただいたことを感謝します。
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間対応してきた。2012年から政府の再生エネルギー全量買い取り制度が始ま
り、2016年４月から、電力の自由化が始まり、新電力等の電力が各主体に
供給される。その間の政策手段と各部門へのその効果について計測すること
は、無理があった。事実、大阪府2015年版『環境白書』第３章環境データ４
地球環境関係データ４－１大阪府域における温室効果ガス排出量の推移から、
CO２の排出量だけを取り出すと

1990年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

CO２ 5,296 5,273 5,158 5,206 4,889 4,375 4,583 5,306 5,582 5,572

（万t-CO２）

1990年度より、5.2％増加している。2015年12月のパリ協定で、政府は
2030年までに2013年基準で温暖化ガス26％削減を公約しているから、CO２

だけでは1,448万t-CO２に削減しなければならない。
政府のエネルギー基本計画が策定され、国際公約も定まり、関西電力の原

子力発電の再開は、見通しが立たないが、大阪府の排出量は計画的に削減し
なければならないことは確かである。

本報告は、大阪府の原子力発電量の推計は今後も不確実であるが、全デー
タが公表されている２年前から基準測定時点における、各経済主体の原燃料
CO２誘発排出量と再生エネルギー利用量を推計し、基準測定時点から３年
間の原燃料CO２誘発排出量と再生エネルギー利用量を大阪府産業連関表お
よび大阪府マクロ計量経済モデルによって予測する方法を提案する。大阪
府マクロ計量経済モデルは、Ver．H7r（1997.6.24）[8］を1976年～1999年、
Ver．H14R（2005.1.17）[1］を1976年～2011年で推計した。1976年～2011年
の推計結果を資料１に一部載せている。今後、このモデルを関西モデルと比
較し、ストック・データを改善する。太陽光▶太陽熱設備の設置とその設置
可能性を航空写真で調査する方法および吹田市を調査した結果を資料２に報
告する。
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２　産業連関表と短期・中期部門別CO２排出量予測方法

平成17年大阪府産業連関表をもちいて、中期・長期の各種エネルギー源の
消費量を推計し、CO２排出量を計算する方法を研究した。先行研究として、
中野［6］、南斉［7］の方法を検討したが、各種原燃料から，各種燃焼装置
を経由して、エネルギーを発生し、CO２を排出するプロセスを反映した計
算法は、南斉の方が、計算の復元が容易である。

次に、産業連関表から、Excelで排出量を計算する方法は、石村［1，pp．
226-234］に手順（その２）が示されている。この方法が，南斉の方法であ
ることは、当初、石村に参考文献がなかったので、分からなかったが、両者
は一致する。

他方、戒能［3，4］により『都道府県別エネルギー消費統計』が公表され、
「産業連関推計法」によって、原燃料と消費部門との表を作成し、CO２排
出量を計算している。この統計は、京都議定書の削減義務期間に入る都道府
県の温暖化ガス削減対策計画に、役立てることを意図している。

南斉と戒能に共通することは、原燃料の供給から、消費部門側が各種燃焼
手段を通じてエネルギーを取り出し、実際、排出する温暖化ガスを推計する
ことである。国連によって、CO２排出量を計算する方法が確定していると
思うが、原燃料を装置より効率性に違いがあってもエネルギーを取り出し、
CO２を排出する量を推計する直接的な方法が選ばれるはずである。
　南斉および石村等の３EIDモデルによると
直接エネルギー消費量＝発熱量×負荷寄与率×消費量

CO２直接排出量＝CO２排出係数×直接エネルギー消費量

で計算される．
　戒能『都道府県別エネルギー消費統計の解説2010年度版』（2012）では同
様に、
［燃料別のエネルギー起源CO２ 排出量（㎏ CO２)］＝［燃料消費量（㎏, ℓ,

㎥)］×［発熱量（MJ/（㎏,ℓ,㎥))］×［炭素排出係数（㎏ CO２）/ MJ］

×44/12（CO２/C）

の関係式で、CO２直接排出量を求める。これらのデータは、『都道府県別エ
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ネルギー消費統計』において、通常現時点から２年前まで、推計されている。

産業連関表は、５年に１度の作成であり、国の公表は２年遅れる．2011年
は、2014年に公表された．大阪府では、2008年接続表が2014年に公表された．

府の公表分と都道府県大阪府データを13部門に作成する．これは、府の公
表分は部門分けがなく、都道府県データは、期間データを産業連関表推計法
で補間しているが、13部門よりは部門が少なく、省いてある部門もあるため
である．外生データ発熱量、排出係数は、南斉と戒能は国連イベントリに従
うので、一致する．

2．1　3EID推計モデル

　南斉［7,（33）式，p. 29］による直接エネルギー消費量の定義は
　　直接エネルギー消費量＝発熱量×寄与率×消費量
である。これから、CO２直接排出量の定義は
　　CO２直接排出量＝CO２排出係数×直接エネルギー消費量
である。これにしたがって、石村等［2, 7. 3, pp. 226-234］による3EIDモデ
ルのEXCEL手順に次に示す。

　負荷寄与率Fは、燃料として利用される場合は１、原料として利用される
場合は０の行列である。発熱量Hは、南斉［7, p. 30, 表５－３］から対角行
列にする、CO２排出係数CO２coは、南斉［7, p. 32, 表５－４］から、行にす
る．消費量Ｃは原燃料×部門の行列である。
　　直接燃料消費量　　　：F　×　C
　　直接エネルギー消費量：H　×（F　×　C）
　　CO２直接排出量　　　：CO２co　×　H　×（F　×　C）

2．2　３EIDモデルと戒能モデルのデータの照合

3EIDモデルにおいて、行と列部門数は403部門、190部門、108部門および
34部門に統合して、正方行列化している。本研究では、原燃料種別を行にと
り、消費部門は、大阪府産業連関表の公表部門にしたがう。原燃料種別の消
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費部門消費量は、データが公表される部門数に限界があり、34部門よりは少
なく、13部門が研究目標になる。

産業連関表の原燃料中間消費行列をCとし、最終消費行列をFとする。
　部門（列）　中間消費部門　最終消費部門

原燃（行）　　　　Ｃ　　　　　　　F

戒能モデルの都道府県別エネルギー消費データでは、消費部門は産業部門
（６部門）、民生部門（６部門）、運輸部門（２部門）、非エネ部門（２部
門）に分類される。
　部門（列）　消費部門　　家計

原燃（行）　　　C　　　　　F

戒能モデルは、産業連関表13部門に近いことが分かる。
3EIDモデルの産業連関表原燃料分類は、29分類であり、戒能の都道府県

データ原燃料分類は、13分類である。戒能では、原子力発電，再生可能，廃
棄物等は，調べられていない。

3EIDモデルと戒能モデルを比較すると次の違いがある。
　①　 部門，特に都道府県別データは，産業連関表と対応する．消費部門は

13部門と34部門に対応する．最終部門家計も推計している。
　②　 総合エネルギーの産業連関推計法と産業連関表の物量推計法の違いを

明示する。
　　　 原燃消費量データは，物量データにない部門は産業連関推計法により，

分けられる．
　③　 産業連関推計法は，国の産業連関表を使っていて，都道府県で作成さ

れている産業連関表を使っていないようだ。
結論として、大阪府の過去のデータは、戒能のデータより、原燃料種、部

門も少ない。大阪府の排出量の現状と中期予測には、戒能データを利用し、
13部門産業連関表に、組み替えることが現状ではべストである。
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３　大阪府マクロ計量経済モデルによるCO２誘発排出量予測方法

短期予測は、現時点までの公表データは、２年前までであり、２年前から
現時点までの２年間は不完全なデータとなり、得られないデータは、大阪府
マクロ計量経済モデルで予測する。完全な予測は、現時点の年度からになる。
現時点から３年間の中期予測をする。その後は、長期予測であり、産業連関
表にもとづいた応用一般均衡モデルを準備している。

大阪府マクロ計量モデル（Ver.H14R（2005.1.17)）は、井田憲計「大阪府
多部門マクロ計量モデルの試算（Ver.H14R（2005.1.17)）」産開研論集第17
号］によって、推計結果が公表されている。その後、産研論集では、大阪府
マクロ計量モデルをデータ更新した研究は発表されていない。大阪府の行政
改革があり、広域経済を取り扱う研究所が設立され、関西マクロ計量モデル
が推計されている。今後、大阪府マクロ計量経済モデルを他の関西マクロ計
量経済モデルと比較し、ストック・データの結果がよくないので、モデルを
改善する必要がある。

大阪府マクロ計量経済モデルによるCO２誘発排出量予測方法

1） 本稿の目的では、大阪府マクロ計量モデル（Ver.H14R（2005.1.17)）を
データ更新し、現時点から、さかのぼって２年間、以降３年間の最終需
要額を予測する。

2） 直接エネルギー消費量、CO２ 直接排出量を推計する。
　  最終需要額をf とし、総生産額をx とし、投入係数行列をAとする。現

時点から前後５年間、最終需要額を大阪府マクロ計量経済モデルで予測
し、x ＝ Ax ＋ f より、x ＝［I－A]－1f であるから、中間需要額はAxで
求める。

産業連関表の原燃料中間消費行列、最終消費行列の次の行列表に、中間需
要額Ax、最終需要額f を入れる。これらから、戒能の現時点から、２年前
の各部門の原燃料消費量を案分推計し、次の産業連関表を完成する。
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　部門（列）　中間消費部門　最終消費部門

原燃（行）　　　　Ax　　　　　　f

Axから、CO２誘発排出量を計算する方法は、石村等による3EIDモデルの
EXCEL手順によって、

中間需要のCO２誘発排出量＝CO２co　×　H　×（F　×　Ax）
最終需要のCO２予測排出量＝CO２co　×　H　×　f
で計算する。
大阪府高槻市においては、毎年、高槻市の環境白書が作成され、「たか

つき地球温暖化対策アクションプラン」が公表されている。高槻市は部門
別CO２排出量を推計している。戒能の部門分類と同様に、産業、民生家庭、
民生業務、運輸、廃棄物に分類している。戒能のデータから、按分している
ようだ。高槻市のように、温暖化削減の計画を策定するとき、部門別原燃料
のデータが公表されないから、市の排出量を推計することは困難なのであろ
う。

部門別原燃料のデータの取得の制約から、中間需要を予測するには、部門
を小規模にするしかない。他方、中間需要を予測するには、レオンチェフの
逆行列が必要であるから、産業連関表の部門分類に従わなければ、逆行列が
利用できない。戒能のモデルは、産業連関表の部門分類に従っていないので、
戒能－産業連関表対応表を作成し、大阪府産業連関表の13部門をもちいるの
が、データ取得制約からも適切である。

大阪府マクロ計量経済モデルは、Ver．H7r（1997.6.24）[8］を1976年～
1999年、Ver．H14R（2005.1.17）[1］を1976年～2011年で推計した。1976年
～2011年の推計結果を資料１に、一部載せている。リーマン・ショックのせ
いか、1976～1999推計において、Ａ－３家計最終消費支出は家計可処分所得
の係数が＋0.092457001であったが、マイナスになった。

４　大阪府下の太陽光発電・太陽熱利用装置設置状況及び可能性調査

福島原発事故で、原子力政策が見直され、再生エネルギーの全量買い取り
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制度と化石燃料の環境税賦課が立ち上がった。千里ニュータウンを中心とし
た大阪府吹田市において、衛星画像による太陽光・太陽熱設置住宅と設置可
能住宅を調査した。

調査方法

吹田市を調査期間2014年４月28日から2014年８月28日まで、以下の手順で、
Googleの航空写真、ゼンリンの住宅地図および吹田市都市計画図から、町丁
と用途別に、太陽光パネル設置住宅と搭載可能な住宅および太陽熱利用住宅
を調べた。2012年の全量購入制度影響で、2008年度までに、調査した基準よ
り、方向、屋根の形状に対して、発電効率の低下があっても柔軟に搭載する
住宅が増加していることを反映している。

住宅の評価基準　太陽光パネルおよび太陽熱利用機器搭載可能な住宅
　1）太陽光の場合　３KW以上発電可能な面積こと．
　2）方向　南向きであること．
　　　　　 北西および北東方向は面積があれば可能とした．
　3）屋根の形　南傾斜型か平面は可能とした．
　　　　　　　 東西型および南面小型などは除外した．
　4）太陽熱の場合　全戸設置可能とした．
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調査の方法

　ゼンリンの地図から、調査町丁をプリントする。
　Googleの航空写真を開く。
　住宅評価基準に従って、プリントに、記号を記入する。
　調査用紙に、結果をカウントし、数値を記入する。
調査マニュアル

１　各町丁のリストを用意する。調査用紙を開く。
２　当該市の指定された町丁名を、Googleの検索に入力する。
３ 　その町丁の地図が右側に出てくるので、航空地図に切り替え、縮尺を20ｍ

に拡大する。
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４　ゼンリンの調査用地図（担当地域を配布する）をそばに置く。
５ 　Googleを北から見て、判定基準に合う建物は、ゼンリンの地図に◎、太

陽光パネル設置建物は□、太陽熱パネルはHを記入する。
６　その町丁が終了すると、合計数を記入する。
７ 　集合住宅（アパート、マンションで…ハイツとか…レジデンスとかが地

図に書いてある場合のみ）の戸数を記入する。
８ 　調査時間（00：00～00：00）を記入する。中断した場合、下の行に記入

する。
９ 　最後に、調査して気づいたことを書く。
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５　おわりに

大阪府のCO２排出量の中期予測について、南斉モデルと戒能モデルを比
較して、戒能モデルのデータを利用しつつ、南斉モデルから、大阪府産業連
関表を利用した中期予測ができる。これは、通常の誘発量を求めるのではな
い、環境分析のための推計法である。また、国際的に、認められた手法でな
ければ、意義がない。原燃料の供給から、消費部門側が各種燃焼手段を通じ
てエネルギーを取り出し、実際、排出する温暖化ガス量を推計する手法であ
るべきである。

次の報告で、２節と３節でまとめた計算手順で、CO２誘発排出量の中期
予測を試行する。再生エネルギーは、吹田市の調査で分かるように、今後、
普及率の高い地域において、設備の普及が望まれる。大阪府下における再生
エネルギー発電量、発熱量の中期・長期予測を試行する。
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平成17年産業連関表2005
平成23年産業連関表2011
都道府県別エネルギー消費統計
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資料１　大阪府マクロ計量経済モデルVer．H14R（2005.1.17）
　　　　1976年～2011年の推計結果
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資料２　吹田市の太陽光発電・太陽熱利用装置設置状況及び可能性調査
　　　　（2014年４月～８月）
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